
東京都医療的ケア児支援センターの
取り組みについて

令和5年度 第二回中野区医療的ケア児等支援地域協議会



医療的ケア児支援の法律と制度
2016年
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律
→医療的ケア児が初めて法律に明記
→自治体の医療的ケア児への対応が「努力」義務規定に

2016年 障害者差別解消法施行
→合理的な教育的配慮、インクルーシブ教育
（2024年より国公立だけでなく、全ての学校法人に義務化）

2018年 障害者総合支援法及び児童福祉法の一部改正に基づいて厚労省の障害福祉計画
→重症心身障害児の児童発達支援・放課後等デイサービスを各市町村に少なくとも1か所
→医療的ケア児支援の協議の場
→医療的ケア児等コーディネーターの配置（2021年～義務）

2021年 医療的ケア児支援法



厚生労働省：医療的ケア児等とその家族に対する支援施策
2 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律「法律の概要」より
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東京都における医療的ケア児支援センター事業 令和 4年 6月 2日
東京都福祉保健局



東京都医療的ケア児支援センター 区部
相談状況（令和５年４月～11月）

全体の相談件数 （個別支援）７７件 （地域支援）９０件



事例１：Aちゃん

事例２：Cちゃん
事例は省略



東京都医療的ケア児等
コーディネーター支援体制
整備促進事業(2023年度～)

全国で医療的ケア児等コーディネーターが
増えている中で、画期的な東京都の事業

申請要件があり、まだ申し込みをしている
自治体は多くないのが実情です
今後、十分な活用が望まれます

・サービス報酬につながらない
・知識・経験不足などの理由で
医療的ケア児等コーディネーターとして
活動できていない実態があった



東京都独自の施策・制度

① 東京都在宅重症心身障害児(者)等訪問事業

② 在宅レスパイト・就労等支援事業

③ ＮＩＣＵ等入院児の在宅移行支援事業



事例から見える課題

事例１：Aちゃん

事例２：Ｃちゃん

・入院中から医療的ケア児等コーディネーターが介入する難しさ
・医療的ケア児に関する相談窓口が明確でない

・多機関、多職種連携
・ケアの担い手不足



事例から見える課題

事例１：Aちゃん

事例２：Ｃちゃん

・入院中から医療的ケア児等コーディネーターが介入する難しさ
・医療的ケア児に関する相談窓口が明確でない

・多機関、多職種連携
・ケアの担い手不足

自治体の強みと地域の支援者の強みを活かし
ケースの課題、地域の課題を共有、協働することで
課題解決へ向かうことがスムーズに



①相談先の明確化

・区内独自のポータルサイトやサポートブックを発行

②自治体内で相談窓口を設置

・基幹相談支援センター（直営・委託）・保健センター・こども発達センター等の相談窓口内に医療的ケア児等コーディネーターを配置
し、退院前からの関わり（民間だと報酬がつかないので取り組みづらい）→時期みて民間の相談支援事業所へ繋いでいく

③庁内連携体制の構築

・庁内関係課での情報共有の同意をもらい、部門を跨いだ個別ケースの検討や共有フォルダを作成

・医療的ケア児等コーディネーター同士での連絡会を開催（自治体主催）

④保育・教育

・学校に認定特定行為業務従事者を配置、拠点となる保育所の看護師が巡回

・学校看護師（委託）

・受け入れ保育園の拡充、医療的ケア児クラスを設置

⑤学童クラブ

・医療的ケア児の受け入れ（医療的ケアの内容により、看護師配置での対応か、委託の訪問看護ステーションで対応）

⑥自治体内でレスパイト先を確保

・区と委託契約をした病院が医療的ケア児を預かる

他区の取り組みについて
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東京都第十期障害者施策推進協議会 第2回専門部会資料 より


